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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

２０２５年には団塊の世代が７５歳以上となり、本県においても３人に１人が６５歳

以上、５人に１人が７５歳以上となる。 

今後、本県においても高齢化が進むと医療や介護を必要とする方がますます増加する

が、現在の医療・介護サービスの提供体制のままでは十分対応できないと考えられ、２

０２５年を見据え、限られた医療・介護資源を有効に活用し、必要なサービスを確保し

ていくため、医療機能の分化・連携を進めていくことが必須であるが、その改革の実現

のためには、在宅など住み慣れた地域の中で患者等の生活を支える地域包括ケアシステ

ムの構築（在宅医療・介護の連携推進）が不可欠である。 

地域医療構想（ビジョン）を次年度以降策定し、地域医療体制を構築していくため、

今年度は、機能分化・連携の基盤となる部分や、現時点で、地域で必要とされる事業を、

計画に計上する。 

計画内容は主に、地域包括ケアシステムや在宅医療連携体制の構築に資する事業を中

心にしている。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

奈良県における医療介護総合確保区域については、地域医療構想（ビジョン）におけ

る構想区域の設定の検討と併せて行う予定としている。 

今年度は、医療を対象とした計画であることから、医療介護総合確保区域を２次医療

圏と整合性をとる形で設定することとする。 

 

奈良（奈良市） 

東和（天理市、桜井市、宇陀市、山添村、川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御

杖村） 

西和（大和郡山市、生駒市、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、上牧町、王寺町、

河合町） 

中和（大和高田市、橿原市、御所市、香芝市、葛城市、高取町、明日香村、広陵町） 

南和（五條市、吉野町、大淀町、下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、

下北山村、上北山村、川上村、東吉野村） 

の地域とする。 

       

□２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
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【異なる理由】 

奈良県では、介護給付等対象サービスの種類ごとの見込みを定める単位である「老人

福祉圏域」は本県の地理的状況等を踏まえ、全県を一圏域（第６期の老人福祉圏域の設定

等については検討中）とし、保健医療提供体制の整備を測る基本的な地域的単位である

「二次医療圏」は、人口、地理的条件、交通事情その他を勘案して５つの区域を定めてお

り、一致していない。 

 

(3) 計画の目標の設定等 

■奈良県全体 

① 奈良県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業につい

て 

地域医療構想を実現するため、ＩＣＴ技術を用いた医療機関間や介護事業者も含

めた地域でのネットワーク形成及び県下での情報連携する仕組みを構築する必要が

ある。また、高齢化に伴う放射線治療の需要の増加に対応するとともに、県拠点病院

である奈良県立医科大学附属病院等と連携を図りながら、中和、南和医療圏等の患者

についても放射線治療を実施するため、放射線治療棟を建設する。 

がん患者の口腔ケアによる口腔内合併症や感染症の予防、歯科治療により経口摂

取が可能になることで低栄養を防止、在院日数の削減、術後や退院後の口腔ケアや歯

科治療でＱＯＬを維持する。 

 

２．居宅等における医療の提供に関する事業について 

奈良県においては、高齢社会を背景に、疾病構造が慢性疾患を中心に変化していく

ことにより、長期にわたる療養や介護を必要とする高齢者の増加が確実であり、終末

期を含め、在宅で介護や医療サービスを受けることを希望する高齢者も多い。円滑な

在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制の構築など、医療介護総合確保区域

の課題を解決し、高齢者が地域において、安心して生活できるようにすることを目標

とする。 

また、在宅障害児への支援として、包括的支援をモデル的に実施し、在宅障害児支

援体制の構築を目指す。 

 

  ３．医療従事者の確保について 

奈良県では、医療介護総合確保区域の課題を解決することを目標とする。特に、医

師の偏在、医療従事者の職場環境の整備は喫緊の課題となっている。そのため、産科・

救急・小児等の不足している診療科の医師確保支援、医師不足地域の医療機関への医

師派遣体制の構築など、医師の偏在を解消するための取組を実施する。また、看護職

員についても、職員の養成、定着促進、離職防止及び復職支援のための取組の促進、
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ナースセンターの運営体制を強化、看護師等免許保持者の届出制度を活用した復職

支援やサテライト相談の実施、ハローワークとの連携等により、看護職員の就業を促

進する。 

 

② 計画期間 

平成 26年度（～令和 2年度） 

■奈良 

① 医療と介護の総合的な確保に関する目標 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業につい

て 

  ＩＣＴ技術を用いた医療機関間や介護事業者も含めた地域でのネットワーク形成

及び県下での情報連携する仕組みの構築。 

がん患者の口腔ケアによる口腔内合併症や感染症の予防、歯科治療により経口摂

取が可能になることで低栄養を防止、在院日数の削減、術後や退院後の口腔ケアや

歯科治療でＱＯＬを維持。 

 

２．居宅等における医療の提供に関する事業について 

奈良県全体の目標と同じ 

 

３．医療従事者の確保について 

奈良県全体の目標と同じ 

 

② 計画期間 

平成 26年度（～令和 2年度） 

 

■東和 

① 医療と介護の総合的な確保に関する目標 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業につい

て 

  ＩＣＴ技術を用いた医療機関間や介護事業者も含めた地域でのネットワーク形成

及び県下での情報連携する仕組みの構築。 

がん患者の口腔ケアによる口腔内合併症や感染症の予防、歯科治療により経口摂

取が可能になることで低栄養を防止、在院日数の削減、術後や退院後の口腔ケアや

歯科治療でＱＯＬを維持。 

 

２．居宅等における医療の提供に関する事業について 

奈良県全体の目標と同じ 
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３．医療従事者の確保について 

奈良県全体の目標と同じ 

② 計画期間 

平成 26年度（～令和 2年度） 

 

■西和 

① 医療と介護の総合的な確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

② 計画期間 

平成 26年度（～令和 2年度） 

 

■中和 

① 医療と介護の総合的な確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

② 計画期間 

平成 26年度（～令和 2年度） 

 

■南和 

① 医療と介護の総合的な確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

 

② 計画期間 

平成 26年度（～令和 2年度） 

 

（注１）可能なものについては、具体的な数値目標を記入すること。 

 

(4) 目標の達成状況 

事後評価書を参照してください。 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

平成 26年 1月 30日 県病院協会の会合で説明 

   平成 26年 2月 12日 県医師会関係者に説明 

   平成 26年 3月 28日 県歯科医師会と協議 

   平成 26 年 4 月 2 日  市町村、県医師会、病院協会、歯科医師会、薬剤師会、看

護協会、訪問看護推進協議会、訪問看護ステーション協議会、

理学療法士協会、作業療法士協会、介護支援専門員協会、県内

各病院あてに事業提案を照会（4月 21日回答期限） 

平成 26年 4月 3日  県医師会、県病院協会と協議 

平成 26年 4月 3日～ 県医師会、県病院協会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看

護協会等と個別に意見聴取し、協議 

平成 26年 4月 11日、15日 県歯科医師会と協議 

平成 26年 4月 17日 県薬剤師会と協議  

平成 26年 6月 4日  奈良市医師会と協議 

平成 26年 6月 19日 県病院協会総会で説明 

平成 26年 7月 22日 県医師会、県病院協会と協議 

平成 26年 8月 13日 県医師会と協議 

平成 26年 8月 20日 県看護協会と協議 

平成 26年 9月 29日 県医療審議会から意見聴取 

 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、奈良県医療審議会、あるいは個別分野に関して設置

されている協議会等の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行う

などにより、計画を推進していきます。 

 

 

(3) 事業評価結果 

事後評価書を参照してください。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 (1) 事業の内容等 

事業の区

分 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.１】ＩＣＴ導入検討事業  【総事業費】 

101,533千円 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

全圏域 

事業の実

施主体 

奈良県 

 

事業の目

標 

ＩＣＴ技術を用いた医療機関間や介護事業者も含めた地域でのネットワー

ク形成と県下で情報連携できるような仕組みの構築 

事業の期

間 

平成２７年１月～平成２９年３月  

事業の内

容 

 ＩＣＴ技術を用いた医療機関間や介護事業者も含めた地域でのネットワ

ーク形成と全県的なマイ健康カードの導入も検討する。その際に、各地域ご

とに異なるシステムを導入するのではなく、県下で情報連携できるような

仕組みを併せて検討。 

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費  101,533(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公  (千円) 

基金 国 67,688(千円) 

都道

府県 

33,845(千円) 民 67,688(千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

67,688(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注

４） 

平成 26年度 26,482千円 平成 27年度  53,032千円 

平成 28年度 22,019千円 
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事業の区

分 

１．地域医療構想の達成に向けた医療関の施設又は設備の整備に関する事

業 

事業名 【No.2】放射線治療棟建設事業  【総事業費】 

403,902 (千円) 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

中和 南和 西和 

事業の実

施主体 

大和高田市（大和高田市立病院） 

 

事業の目

標 

 

・放射線治療の件数 ２００件 

・中南和医療圏等における患者満足度の上昇 

事業の期

間 

平成２６年７月～平成２７年６月  

事業の内

容 

 中和に放射線治療を行う医療機関を増設することにより、より高度なが

ん医療提供体制の整備を図るとともに、高齢化に伴う放射線治療の需要の

増加に対応する。  

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費 403,902(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 134,634(千円) 

    基金 国 134,634(千円) 

都道

府県 

67,317(千円) 民 (千円)  

うち受託事業等（再掲）（注

３） 

(千円) 

 

その他 201,951(千円) 

備考（注

４） 

平成 26年度 80,868千円 平成 27年度 121,083千円 
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事業の区

分 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.3】がん患者に対する口腔ケア対策支援事業  【総事業費】 

12,404(千円) 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

全圏域 

事業の実

施主体 

県、奈良県歯科医師会 

事業の目

標 

・がん医科歯科連携講習会修了書授与数 ４００人 

・歯科衛生士派遣病院数 １０病院 

・病診連携数 １０病院 

・患者満足度の上昇 

事業の期

間 

平成２６年５月１日～令和５年３月３１日 

事業の内

容 

県内のがん診療連携拠点病院等と連携・協力して、がん患者の口腔管理、

口腔管理に関わる人材の育成や地域毎のネットワークづくりの体制を整備

する。また、全身と口腔機能の向上を図るため、病棟・外来に歯科衛生士を

配置又は派遣し、患者の口腔管理等を行う。 

事業に要

する費用

の額 

金額 総事業費 12,404(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

    基金 国 8,270(千円) 

都道

府県 

4,134(千円) 民 8,270(千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

8,270(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注

４） 

平成 26年度 1,215千円 平成 27年度 1,337千円 平成 28年度 2,632千円  

平成 29年度  882千円 平成 30年度 1,537千円 令和元年度 1,501千円 
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事業の区

分 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【No.4】病床の機能分化・連携推進検証手法検討事業  【総事業費】 

56,774(千円) 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

全圏域 

事業の実

施主体 

奈良県 

事業の目

標 

地域の医療機関の現状把握、今後の将来の病床数の必要量とマッチングを

する手法の確立 

事業の期

間 

平成２７年１月～令和３年３月３１日 

事業の内

容 

病床機能の分化・連携を進めるにあたり、県内の医療機関の現状を把握し

た上で、今後算定される将来の病床数の必要量が、地域の実情に適合して

いるかを検証する手法を検討する。 

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費 56,774(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

    基金 国 37,849(千円) 

都道

府県 

18,925(千円) 民 37,849(千円)  

うち受託事業等（再掲） 

（注３） 

37,849 (千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注

４） 

 

 

平成 26年度 9,497千円 平成 27年度 2,231千円 

平成 28年度 9,431千円  平成 29年度 8,248千円 

平成 30年度 8,327千円 令和元年度 9,326千円 
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事業の区

分 

２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.5】在宅医療体制整備事業  【総事業費】 

81,930 千円 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

全圏域 

事業の実

施主体 

保健所等 

事業の目

標 

在宅医療連携拠点数１２（市町村単位等） 

 

  

事業の期

間 

平成２７年１月～令和３年３月３１日  

事業の内

容 

県民が住み慣れた地域で暮らし続けることを支えるためには、医療、介護

にまたがる様々な支援を提供する必要がある。 

本事業は、保健所等が中心となり地域特性が異なる区域を対象として在

宅医療モデルを構築していく事業で、在宅医療に携わる多職種で構成する

協議会を設置し、在宅医療推進のための課題抽出や、多職種連携研修の開催

による顔の見える関係づくりを行うとともに、人材育成や、住民に対する普

及啓発を実施するなど、地域で在宅医療を推進する取組等を支援する。  

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費 81,930(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円)  

基金 国 54,620(千円) 

都道

府県 

27,310(千円) 民 54,620(千円)  

うち受託事業等（再掲） 

（注３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注

４） 

平成 26 年度 6,288 千円 平成 27 年度 20,348 千円 

平成 28 年度 22,319 千円 平成 29 年度 20,417 千円 

平成 30 年度 2,668 千円 令和元年度 5,922 千円 
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事業の区

分 

２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6】在宅医療人材育成事業 

在宅医療普及啓発事業 

在宅医療専門医育成支援モデル事業 

【総事業費】 

15,166千円 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

全圏域 

 

事業の実

施主体 

医師、歯科医師、薬剤師、看護師等を構成員とする職能団体、県内に所在す

る病院、一般診療所、歯科診療所、薬局及び訪問看護事業所等 

 

事業の目

標 

在宅医療の人材育成に取り組む事業者数１５ 

在宅医療の普及啓発に取り組む事業者数１５ 

在宅医療専門医の育成研修を行う医療機関への補助：１事業者 

事業の期

間 

平成２７年１月～平成３０年３月３１日  

事業の内

容 

在宅医療を担う人材育成及び関係者との連携を促進する事業を実施する。 

県民等に対して在宅医療の普及啓発を行う事業を実施する。 

日本在宅医学会在宅医療専門医研修プログラムに基づいて、即戦力の在宅

医療専門医の育成研修を行う医療機関に対して研修医の人件費を補助。 

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費 15,166 (千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 0(千円)  

基金 国 10,110 (千円) 

都道

府県 

5,056 (千円) 民 10,110(千円)  

うち受託事業等（再掲）（注

３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注

４） 

平成 26年度  1,125千円  平成 27年度 4,306千円 

平成 28年度 7,735千円  平成 29年度 2,000千円 

 

 



   

12 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7】重度心身障害児への在宅医療支援事業 【総事業費】 

39,800千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

東大寺福祉療育病院 

事業の目標 医療ケアが必要な在宅障害児の支援には、医師、看護師、理学療法士、作

業療法士、保育士などの多職種で構成する在宅障害児支援体制を構築し、

包括的な支援を行うことが望まれている。包括的支援をモデル的に実施

することにより、それぞれの職種に求められる支援内容や技術を明確に

するとともに、職種間の連携・情報共有ができる包括的な在宅障害児支援

体制の構築を目指す。 

事業の期間 平成２７年１月～平成３０年３月３１日 

事業の内容 医療を必要とする在宅障害児に対する支援について、医師、看護師、理学

療法士、保育士等、多職種の専門的な職員の連携による包括的な地域支援

体制を整備するとともに、関係者を対象に、多職種連携の意義や多職種連

携の具体的な取組方法について学ぶ実践的な研修等を、個別具体のケー

スをモデルとして実施し、多職種で現状と課題を洗い出し、包括的な支援

の実施に向けた検討を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 39,800(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 0(千円) 

基金 国 26,533(千円) 

都道

府県 

13,267(千円) 民 26,533(千円) 

うち受託事業等（再

掲）（注３） 

26,533(千円) 

その他 0(千円) 

備考（注

４） 

平成 26年度 10,805千円  平成 27年度 9,600千円 

平成 28年度  9,600千円  平成 29年度 9,600千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8】訪問看護推進事業  【総事業費】 

1,101千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県看護協会、奈良県 

事業の目標 研修参加者数 ５５名  

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 訪問看護の推進を図るため、訪問看護関係者で構成する訪問看護推進協

議会を開催するとともに、訪問看護事業所や医療機関の看護職員を対象

とした訪問看護の人材育成を図るための研修会を実施する。 

  

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 1,101(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 110(千円) 

基金 国 674(千円) 

都道

府県 

337(千円) 民 564(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

564(千円) 

 

その他 90(千円) 

備考（注４） 平成 26年度 1,011千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9】在宅歯科医療連携室整備事業 【総事業費】 

4,058千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

 

事業の実施

主体 

奈良県歯科医師会 

 

事業の目標 訪問在宅歯科診療件数３００件 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携を図るための窓口

（在宅歯科医療連携室）を設置することにより、住民や在宅歯科医療を

受ける者や家族等のニーズに応え、地域における在宅歯科医療の推進及

び他分野との連携体制の構築を図る。また、当該事業を行うことにより、

糖尿病や脳卒中等の治療における歯科医療との連携を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 4,058(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 0(千円)  

基金 国 2,705(千円) 

都道

府県 

1,353(千円) 民 2,705(千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 4,058千円 
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事業の区

分 

２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10】奈良県心身障害者歯科衛生診療所設備整備

事業  

【総事業費】 

46,692千円 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

全圏域 

事業の実

施主体 

奈良県 

事業の目

標 

心身障害者歯科衛生診療所の歯科診療機器等を整備・更新し、効果的・効

率的な治療が実施できることにより、利用者へのサービス向上につながる

とともに、当診療所で歯科診療に関わる歯科医師等の心身障害者（児）へ

の歯科診療技術を向上させることにより、在宅歯科診療及び一般歯科診療

の推進と在宅歯科診療等を支える体制の充実を図る。 

事業の期

間 

平成２７年１月～平成３１年３月３１日 

（平成２６年度～平成３０年度） 

事業の内

容 

効果的・効率的な治療の実施と、利用者へのサービス向上につなげるとと

もに、歯科医師等の心身障害者（児）への歯科診療技術の向上を図るため、

心身障害者歯科衛生診療所の歯科診療機器等を整備・更新する。 

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費 46,692(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公 31,128(千円) 

基金 国  31,128(千円) 

都道

府県 

15,564(千円) 民 (千円) 

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 

その他 (千円) 

備考（注

４） 

平成 26年度 4,860千円  平成 27年度 6,156千円 

平成 28年度 9,720千円  平成 29年度 7,356千円 

平成 30年度 18,600千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11】訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局への研修

や実施している薬局の周知 

【総事業費】 

881千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県薬剤師会 

 

事業の目標 研修会に参加した薬局数 ３００ 

研修会に参加した薬局のうち、在宅への取り組み意欲が増した薬局数  

事業の期間 平成２７年１月～平成２８年３月３１日  

事業の内容 訪問薬剤管理指導に取り組んだ経験のない薬局において、訪問薬剤管理

等について薬剤師が在宅医療の現場で行うことができるよう研修を実施

し在宅医療に対応できる薬局を増やす。また、すでに在宅医療に取り組

んでいる薬局についてはより高度な無菌調剤に関する研修等を実施し地

域のリーダーとなりうる薬局を育成する。 

  

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 881(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

基金 国 587(千円) 

都道

府県 

294(千円) 民   587(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

587(千円) 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 250千円、平成 27年度 631千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12】在宅歯科医療連携室整備事業 【総事業費】 

2,994千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

 

事業の実施

主体 

奈良県歯科医師会 

 

事業の目標 在宅歯科医療連携室で相談対応する訪問在宅歯科診療件数３００件 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日  

事業の内容 在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携を図るための窓口

（在宅歯科医療連携室）を設置することにより、住民や在宅歯科医療を

受ける者や家族等のニーズに応え、地域における在宅歯科医療の推進及

び他分野との連携体制の構築を図る。また、当該事業を行うことにより、

糖尿病や脳卒中等の治療における歯科医療との連携を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 2,994(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 0(千円)  

基金 国 1,996(千円) 

都道

府県 

998(千円) 民 1,996(千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 28年度 2,994千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13】訪問看護人材育成支援事業 【総事業費】 

2,848千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

 

事業の実施

主体 

県内訪問看護ステーション 

事業の目標 事業実施施設数 平成 28年度 ８施設 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日  

事業の内容 訪問看護の提供体制を強化するため、訪問看護に従事する看護職員を新

たに雇用・育成する訪問看護ステーションに対する補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 2,848(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 0(千円)  

基金 国 949(千円) 

都道

府県 

475(千円) 民 949(千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 

 

その他 1,424(千円) 

備考（注４） 平成 28年度 1,424千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14】精神障害者地域医療推進体制整備事業 【総事業費】 

6,500千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

 

事業の実施

主体 

奈良県 

事業の目標 ・精神科病院の退院者のうち長期入院者の割合向上 

 事業実施前 4.6%→事業実施後 6.5% 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日  

事業の内容 ・精神科病院の長期入院者の退院調整、退院後の日常生活の維持・継続

するための訪問による集中支援や、病状増悪時の支援体制を確保し、身

体科や他の精神科病院等との医療連携体制を構築する精神科病院等へ運

営に係る人件費等を補助する。 

・地域で拠点となる精神科病院等に医療連携推進チームを設置し、長期

入院からの退院者の地域生活を継続・維持するための支援を行うととも

に、病状急変時には他の精神科病院等と連携し、必要な支援を常時行え

る体制を構築することにより、精神障害者の地域移行、在宅医療を推進

する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 6,500(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 4,333(千円)  

基金 国 4,333(千円) 

都道

府県 

2,167(千円) 民 (千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 28年度 6,500千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.15】奈良県総合医療センター周辺地域まちづくり推

進事業 

【総事業費】 

286千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

 

事業の実施

主体 

奈良県 

事業の目標 現奈良県総合医療センターの移転後の跡地について、住まい、医療、介

護、予防、生活支援などを日常生活の場で一体的・体系的に提供できる

地域包括ケアシステムの拠点となる健康長寿のまちづくりを進める。 

在宅医療連携拠点の整備１箇所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日  

事業の内容 ・地域包括ケアシステムの拠点となるまちづくりを推進するため、以下

の視点を踏まえた「まちづくりの基本構想」を取りまとめるとともに、

事業者の公募に向けた取り組みを実施する。 

・自宅や地域で２４時間対応の医療や看護を受けられる在宅医療体制を

整備 

 ・地域の医療介護関係者からなる多職種ネットワークの連携拠点を整

備  
事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 286(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 286(千円)  

基金 国 190(千円) 

都道

府県 

96(千円) 民 (千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 28年度 286千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.16】在宅医療看護人材育成支援事業 【総事業費】 

27,789千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

 

事業の実施

主体 

奈良県立医科大学 

事業の目標 奨学金新規貸与者数 平成 28年度 ２名 

平成 29年度 ３名 

          平成 30年度 ６名 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日  

事業の内容 大学と病院が連携して在宅看護を牽引するリーダーを育成し、県内就業

を促進するため、大学と病院が連携して、将来県内で在宅看護の業務に

従事しようとする者に奨学金を貸与し、在宅看護に関する教育プログラ

ムを実施する制度に対して、補助金を交付する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 25,200(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 16,800(千

円)  基金 国 16,800(千円) 

都道

府県 

8,400(千円) 民 (千円)  

うち受託事業等（再掲）

（注３） 

(千円) 

 

その他 2,589(千円)  

備考（注４） 平成 28年度 2,400千円 平成 29年度 8,400千円 

平成 30年度 14,400千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17】地域医療支援センター（県費奨学生配置センタ

ー）の運営  

【総事業費】 

7,515千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県・地方独立行政法人奈良県立医科大学（共同設置） 

事業の目標 修学資金貸与者数 １２６名  

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 県費奨学生配置センターの運営 

 ①県費奨学生のキャリア形成支援 

 ②県費奨学生の配置案の策定（関連する調整業務） 

 ③地域の医師不足状況の調査等及び①②に関連する業務 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 7,515(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 867 (千円) 

基金 国 867(千円) 

都道

府県 

434(千円) 民 (千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他  6,214(千円) 

備考（注４） 平成 26年度 1,301千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18】医師不足地域の医療機関への医師派遣体制の構

築  

【総事業費】 

2,009千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県 

事業の目標 地域医療ワークショップ参加人数 １３０名 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 ①へき地勤務医師確保推進事業 

全国の医科大学生を対象に、奈良県のへき地診療所で現場勤務を体験

し、へき地診療について興味を深めてもらい、将来奈良県内のへき地

で勤務する医師の確保を図る。 

②ドクターバンク運営事業 

ドクターバンク登録医師の相談窓口を設置し、医師との面談を行い公

的医療機関へあっせんを行う。 

③地域医療マインド普及事業 

 医学生やその保護者に対して、医師確保イベント情報や県の医療政策、

将来奈良県で勤務することを呼びかける冊子を配布するなど継続的な

情報提供を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 2,009(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 11 (千円) 

基金 国 11(千円) 

都道

府県 

 5(千円) 民 (千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

その他 1,993 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 16千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19】産科・救急・小児等の不足している診療科の医

師確保支援 

事業 

【総事業費】 

15,457千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

病院、診療所、助産所 

 

事業の目標 産科医、新生児医療担当医等の処遇改善や産科医療を担う医師の育成を

図る医療機関数 ２５機関  

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 地域でお産を支える産科医や助産師、ＮＩＣＵにおいて新生児を担当す

る新生児医療担当医に対し、分娩手当や新生児担当医手当等を支給する

ことにより、これら医師等の処遇改善を図る者に対し、補助金を交付す

る。 

臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対し、

研修手当等を支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成を

図る者に対し、補助金を交付する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 15,457(千

円) 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円)  

基金 国 10,305(千

円) 

都道

府県 

5,152(千円) 民 10,305(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲）（注３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 15,457千円 

 



   

25 

 

 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20】女性医師等の離職防止や再就業の促進  【総事業費】 

13,234千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

事業実施病院 

事業の目標 事業実施病院数 ６病院 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 ①女性医師応援事業 

現場への復帰及び復職を希望する女性医師の離職中の技術の遅れを取

り戻すための復職研修として、女性医師ごとの個別研修プログラムを

作成・実施する県内病院を補助 

②働きやすい勤務形態支援事業 

短時間正規雇用制度の導入など働きやすい勤務形態に取り組む病院に

対し、当該取り組みの実施に要する代替医師の雇用に係る人件費の一

部を補助 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 13,234(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

基金 国 1,577(千円) 

都道

府県 

788(千円) 民 1,577(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他 10,869(千円) 

備考（注４） 平成 26年度 2,365千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21】新人看護職員研修事業 【総事業費】 

26,326千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

県内１４病院（やまと精神医療センター、田北病院、土庫病院 他） 

奈良県看護協会、奈良県 

事業の目標 補助事業実施病院数 １４病院 

研修参加者数 ３６０名 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、新人看護職員に対しガイ

ドラインに沿った臨床研修を行う病院に対し、研修の実施に要する経費

を補助する。 

また、各病院で行う研修を補完するため、多施設合同による新人看護職

員の集合研修を行うとともに、適切な研修実施体制の確保を図るため、

研修責任者、教育担当者及び実施指導者に対する研修を実施する。  

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 26,326(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 2,158(千円) 

基金 国 13,042(千円) 

都道

府県 

6,522(千円) 民 10,884(千円)  

うち受託事業等（再

掲）（注３） 

2,701(千円) 

 

その他 6,762(千円) 

備考（注４） 平成 26年度 19,564千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22】看護職員資質向上推進事業（実習指導者講習会

事業、看護教員継続研修事業、中堅看護職員スキルアップ

研修事業） 

【総事業費】 

3,896千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県看護協会、奈良県 

事業の目標 研修参加者数 １６５名  

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 ①実習指導者講習会事業：看護師等養成所の実習指導体制の充実を図る

ため、実習施設における実習指導者を育成するための研修を実施する。 

②看護教員継続研修事業：看護教育の充実を図るため、看護師等養成所

の看護教員の資質向上を図るための研修を実施する。 

③中堅看護職員スキルアップ研修事業：中堅看護職員の資質向上を図る

ため、専門性の向上及び技術力強化のための研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 3,896(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 93(千円) 

基金 国 2,597(千円) 

都道

府県 

1,299(千円) 民 2,504(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

2,504(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 3,896千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23】看護補助者活用推進事業 【総事業費】 

314千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県看護協会、奈良県 

事業の目標 研修参加者数 ３０名  

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 看護職員に専門性を要する業務に専念させ、業務負担軽減を図るため、

医療機関の看護管理者を対象に看護補助者の活用推進を図るための研修

を実施する。  

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 314(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 9(千円) 

基金 国 209(千円) 

都道

府県 

105(千円) 民 200千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

200(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 314千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24】看護師等養成所運営費補助事業 【総事業費】 

717,116千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

県内看護師等養成所７施設（ハートランドしぎさん看護専門学校、奈良県

医師会看護専門学校、田北看護専門学校 他） 

事業の目標 補助対象施設卒業生の県内就業率 ７６％ 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 看護師等養成所における教育内容の向上及び運営体制の強化を図るため、

養成所の運営経費に対する補助を行う。補助金の配分にあたっては、県内

就業率に応じた調整率を適用し、卒業生の県内就業の促進を図る。  

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 717,116(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

基金 国 69,629(千円) 

都道

府県 

34,815(千円) 民 69,629(千円)  

うち受託事業等 

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他 612,672(千円) 

備考（注

４） 

平成 26年度 104,444千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25】看護職員就労環境改善事業（看護職員メンタル

相談事業） 

【総事業費】 

6,189千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県看護協会、奈良県 

事業の目標 研修参加者数 １３５名  

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 看護職員の就労環境を改善し離職防止・定着促進を図るため、看護職員

等を対象に職場や家庭などでの悩みに関する相談窓口を設置するととも

に、メンタルヘルス対策を促進するための研修会を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 6,189(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

基金 国 2,400(千円) 

都道

府県 

1,200(千円) 民 2,400(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

2,400(千円) 

 

その他 2,589(千円) 

備考（注４） 平成 26年度 3,600千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26】看護師勤務環境改善施設整備費補助事業 【総事業費】 

8,311千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

県内１病院（平成記念病院） 

事業の目標 補助事業実施病院数 １病院  

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 看護職員の勤務環境を改善し離職防止・定着促進を図るため、病院の看

護職員が働きやすい合理的な病棟づくりとするための施設整備事業に対

して補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 8,311(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

基金 国 1,400(千円) 

都道

府県 

697(千円) 民 1,400(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他 6,214(千円) 

備考（注４） 平成 26年度 2,090千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27】医療勤務環境改善支援センター事業 【総事業費】 

1,146千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県病院協会 

事業の目標 勤務環境改善計画策定病院数 ７病院 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 医療従事者の勤務環境改善を促進し離職防止・定着促進を図るため、医

療勤務環境改善支援センターを設置し、医療従事者の勤務環境の改善に

係る取組を行う医療機関に対する支援を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 1,146(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

基金 国 764(千円) 

都道

府県 

382(千円) 民 764(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

764(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 1,146千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28】病院内保育所運営費補助事業 【総事業費】 

168,049千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

県内２１病院（奈良友紘会病院、阪奈中央病院、服部記念病院 他） 

事業の目標 補助事業実施病院数 ２１病院 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 子どもを持つ医療従事者が安心して働き続けられる環境整備を支援し、

離職防止・再就業促進を図るため、医療機関が職員のために運営する院

内保育所の運営経費に対する補助を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 168,049(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 (千円) 

基金 国 66,232(千円) 

都道

府県 

33,117(千円) 民 66,232(千円) 

うち受託事業等（再

掲）（注３） 

(千円) 

 

その他 68,700(千円) 

備考（注４） 平成 26年度 99,349千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29】休日・夜間の小児救急医療体制の整備  【総事業費】 

50,355千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県 

事業の目標 小児科標榜病院が他の小児科標榜病院と共同連帯し、当番方式により小

児２次救急医療を行うことで、地域住民の小児２次救急医療を確保しつ

つ、医療従事者等の負担軽減を図る。 

実施医療機関数 １３機関 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 小児科標榜病院による小児２次輪番体制を構築し、輪番参加病院に対し

て当番日の診療に必要な人件費の補助を行う。  

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 50,355(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 30,221(千

円) 基金 国 33,570(千円) 

都道

府県 

16,785(千円) 民 3,349(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 50,355千円 

 

 

 

 

 

 



   

35 

 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30】電話による小児患者の相談体制の整備  【総事業費】 

23,318千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全圏域 

事業の実施

主体 

奈良県 

 

事業の目標 小児救急患者の家族等からの電話相談窓口を設け、小児救急医療機関へ

の不要・不急な受診を抑制することにより、医療従事者等の負担軽減を

図る。 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日  

事業の内容 小児科医のバックアップのもと、専門の看護師が小児救急患者の家族等

からの電話相談に対して、受診の要否や応急処置の方法などについて助

言・アドバイスを行う相談窓口(#8000)を設置する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 23,318(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２）  

公 749(千円) 

基金 国 15,545(千円) 

都道

府県 

7,773(千円) 民 14,796(千円)  

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

14,796(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26年度 23,318千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

36 

 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31】ナースセンター機能強化事業 【総事業費】 

138(千円) 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業の実施主

体 

奈良県看護協会 

事業の目標 サテライト相談実施回数 平成 28年度 ６０回 

事業の期間 平成２８年４月～平成２９年３月 

事業の内容 ナースセンターの運営体制を強化し、看護師等免許保持者の届出制度

を活用した復職支援やサテライト相談の実施、ハローワークとの連携等

により、看護職員の就業を促進する。 

事業に要する

費用の額 

金

額 

総事業費 138(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１）  

公 (千円) 

    基金 国 92(千円) 

都道

府県 

46(千円) 民 92(千円)  

うち受託事業等（再掲） 

（注２） 

92(千円) 

 

その他 (千円) 

備考（注３） 平成 28年度 138千円 
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事業の区分 
３．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32】病院内保育所運営費補助事業  

【総事業費】 
120,871(千円) 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

全圏域 

事業実施 

主体 

県内病院 

事業の目標 県内病院看護職員離職率 H31：10.8％（H26：11.2％ 

病院内保育所設置数の維持 H31：40施設（H28：40施設）  

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 医療機関が職員のために運営する病院内保育所の運営経費に対する補

助を行う。事業実施病院数 22病院／年 

事業に要する

費用の額 

金

額  

総事業費（A+B+C） 120,871(千円) 基金 

充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基

金 

国(A) 53,741(千円) 

都道府県(B) 26,871(千円) 民 53,741(千

円) 

計(A+B) 80,612(千円) うち受託事業等

（再掲） 

(千円) その他(C) 40,259(千円) 

備考（注４）  

 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行ってい

る場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲す

ること。 

（注４）備考欄に、基金における年度毎の支出見込額（キャッシュベース）を記載するこ

と。 

 


